
 

 

様式第１９号（第２１条関係） 

認定特定非営利活動法人の定款変更の認証を受けた場合の提出書 

特例認定特定非営利活動法人の定款変更の認証を受けた場合の提出書 

 

（注意事項） 

 ２以上の都道府県の区域内に事務所を設置する認定特定非営利活動法人等は、所轄庁以外の関係知事に

提出することとなります。  

 

 

   

 

      R4 年 11 月 23 日  

 

 

 

 

 

          

              福岡県知事   殿  

主 た る 事 務 所   

の 所 在 地 

〒●●●－●●●● 

  ●●県●●市●●町●丁目●番●号 

電話 （000 ）000 ― 0000 

本県に設置している

その他の事務所の所

在地 

〒●●●－●●●● 

福岡県〇〇市〇〇町〇丁目〇番〇号 

電話 （000 ）000 ― 0000 

（フ リ ガ ナ） トクテイヒエイリカツドウホウジン●●●● 

法 人 名 特定非営利活動法人●●●● 

（フ リ ガ ナ） タケン イチロウ 

代 表 者 の 氏 名 他県 一郎 

認定（特例認定）の 

有 効 期 間 

自       R２年１０ 月 １日 

至       R７年 ９ 月３０日 

特定非営利活動促進法第 25 条第３項に規定する所轄庁の定款の変更の認証を受けたので、同法第

52 条第２項（同法第 62 条において準用する場合を含む。）の規定に基づき提出します。 

定款変更の 

認証日 

定款変更の内容 添付書類 チェック 

R4.11.11 事業の追加による変更 

旧（変更前） 新（変更後） 

第５条 この法人は、・・・ 

(1) A 事業 

(2) B 事業 

(3) C 事業 

第５条 この法人は、・・・ 

(1) A 事業 

(2) B 事業 

(3) C 事業 

(4) D 事業 

 

 

・社員総会の議事録の

謄本 

・変更後の定款 

 

☑ 

 

☑ 

記載例 

登記簿のとおりに 
正確に記載します。 

「提出日（郵送の場合は投函
日）」を記載します。定款変更
の認証を受けた後に提出して
ください。 

新旧条文等の対照表を記載。 
（該当条文を抜き出して記載します。） 

所轄庁に提出したものと同じ
ものを添付し、チェックを入れ
ます。 


